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　東京オリンピック・パラリンピックが開かれる
2020年を国民「共通の目標」として，「戦後以来
の大改革」が進められている。アベノミクス第 3
の矢として13年に策定された成長戦略「日本再興
戦略」，およびその柱である「世界最先端IT国家
創造宣言」が 6月に改訂，改定され，弾みがつけ
られた。

法制・制度

1．放送法改正

　「放送法及び電波法の一部を改正する法律」が
6月に成立，15年 4 月 1 日より施行となった。民
放についてはマスメディア集中排除原則の緩和に
かかわる改正が行われた。放送事業者の経営基盤
強化認定制度が創設され，指定放送対象地域を定
めることにより，隣接県において，一つの放送局
で複数の県域放送を行うことが認められるように
なった。また，持ち株会社による子会社化可能数，
および株式保有比率，役員兼任比率も緩和された。
　NHKについては，インターネット活用業務を
拡大して「放送と同時」の番組ネット配信を恒常
的な業務として実施可能とした（ただし，国内テ
レビ放送の全ての番組を同時提供することを除
く）。このネット業務はNHKが定める「実施基
準」に従うものとされた。また，国際放送の番組
を国内放送事業者へ提供する業務を恒常化するほ
か，国際衛星放送に関して，すでに放送を行って
いる地域での地域衛星の契約の変更など軽微な事
項については事後の届け出とした。

2．地上デジタルへの移行

　アナログ受信機対策などのため，ケーブルテレ
ビが地上デジタルテレビ放送をアナログ方式に変
換して再送信する「デジアナ変換」が終了した。
また，デジタル放送推進協会（Dpa）が放送衛星
を利用して実施していた「衛星セーフティネット
事業」（地デジ難視対策衛星放送）が，15年 3 月
末終了した。恒久対策後の絶対難視聴地域などに
ついてはNHKが受信支援策を行っている。

3．区域外再放送の終了

　デジタル放送移行から 3年が経過し，ケーブル
テレビで行われていた区域外再放送の終了が相次
いだ。デジタル放送により区域外放送が完全に管
理された後も「視聴習慣に伴う激変緩和措置」と

して，区域外再放送が行われていた。 3年を経過
し，期限付き同意の期間の終了後に，それ以降の
同意が得られなかった地域で区域外再放送が終了
したものである。
　このほか，区域外再放送に関しては13年に徳島
県の事業者が大臣裁定について異議申し立てをし
た件について，15年 2 月総務大臣が異議申し立て
却下の決定を行った。

海外向け情報発信の強化

1．「NHK海外情報発信強化に関する検討会」

　現在，NHKが展開している「NHKワールド
TV」は全世界の視聴可能世帯が 2億8,464万世帯
に達している。その一方で，地域による認知度の
ばらつきもあり，また近年の国際情勢，諸外国の
テレビ放送強化，とりわけCCTV（中国中央電視
台）の急速な拡大などを踏まえて一層の充実をは
かる必要がある。総務省は14年 8 月に「NHK海
外情報発信強化に関する検討会」を発足させた。
今回の検討会の主要なテーマは「体制の強化」で
あった。「検討会」は15年 1 月まで 7回開かれ，
総務省は15年 1 月30日付で検討会の「中間報告」
を発表した。
　「中間報告」では「強化の方向性」として，N
HKワールドTVを「アジア情報を発信する信頼
できる代表的な国際情報」として国際的な評価を
得られるものとする。そのため質的向上に向けた
方策として東南アジアにおける取材拠点の充実，
NHK内部の人的・物質的資源の有効活用や人事
の改善などをあげた。また「放送」については，
インターネットによる24時間ニュースの配信など
の取り組みを試行的に行うことと，字幕などを使
った多言語化などをあげた。日本に在住，滞在し
ている外国人が増加すると予想されるところか
ら，国内の受信環境整備をはかることとした。「財
源」については，NHKの受信料収入に占める割
合を現行のおおむね 3 %から，今後 3年間に 5 %
を目途に増加することが適当だとした。

2．放送コンテンツの海外展開

　「日本再興戦略」（改訂）では海外発信力を強
化するため新たに「政府横断的クールジャパン推
進体制」をとることとし，「クールジャパン関係
府省連絡・連携会議」をプラットフォームとして，
放送コンテンツの継続的放送と連携してコンテン

第 1 章 放送界の動き
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ツ配信などの事業に取り組むことになった。
　「日本再興戦略」では放送コンテンツ関連海外
輸出額を18年度までに10年度の約 3倍にすること
としている。これまでのところ輸出額は13年度ま
での 3年間で66億円から106億円に増え，順調に
推移している。13年に設立された「BEAJ」（放
送コンテンツ海外展開促進機構）はフィリピン，
マレーシア，インドネシア，タイ，ベトナム，ミ
ャンマーなどで地上波テレビ放送枠を確保しコン
テンツの継続的発信を行っているほか，アジア新
興国向けに日本各地のローカル局等の地域紹介番
組を放送する取り組みを進めている。

3．多言語字幕

　「世界最先端IT国家創造宣言」（改定）に盛り
込まれた「最先端のIT利活用による『おもてな
し』を世界に発信」の一つに，多言語字幕サービ
スの実現がある。総務省は14年 1 月から「スマー
トテレビ時代における字幕等の在り方に関する検
討会」を開き，7月に「取りまとめ」を公表し，
多言語字幕サービスについては，「スマートテレ
ビを利用したハイブリッドキャストの通信回線に
よるサービスにより提供していくことが有効であ
る」とした。これを受けて，11月に独立行政法人
情報通信研究機構（NICT）を中心に産学官の力
を結集することを目的として，「グローバルコミ
ュニケーション開発推進協議会」が設立された。
また，字幕付きCMについては，ロードマップを
策定し，10月に民放連などが聴覚障害者のアクセ
シビリティ向上を目指す「字幕付きCM普及推進
協議会」を設立した。

放送サービスの高度化
　JEITA（電子情報技術産業協会）の「AV＆IT
機器世界需要動向」によれば， 4 K（対応）テレ
ビについてグローバル市場では14年998万台（実
績）と急速に市場が立ち上がっている。
　政府は 6月に「世界最先端IT国家創造宣言」
（改定）で 4 Kおよびスマートテレビに対応した
放送についての加速化をはかり， 4 Kについては
14年に， 8 Kに対応した放送については16年に衛
星放送等における放送開始を目指すこととした
た。この改定では，放送サービスの項目が「次世
代放送・通信サービスの実現による映像産業分野
の新事業創出，国際競争力の強化」とされ，放送
とインターネットの連携をより強化していく姿勢
を明確にするため「通信」の語句が盛り込まれ

た。

4 K・ 8 Kの動向

1．4 K試験放送開始

　14年 6 月， 4 K試験放送「Channel 4 K」が始
まった。 1日約 6時間，午後 1時から 7時の間に，
次世代放送推進フォーラム（以下NexTV-F）加
盟の放送局が制作した 4 K番組や「2014FIFAワ
ールドカップ」 4 試合を放送した。これは
124/128度CSを使った「高度狭帯域伝送方式」に
よるものである。また，ケーブルテレビ（IPTV
含む）も 6月より 4 K試験放送を始めた。
　スカパーJSATは15年 3 月から124/128度CSで
「スカパー！ 4 K 映画」「スカパー！ 4 K 総合」
の放送を始めた。これによって， 4 Kについては
NexTV-Fが運営する試験放送「Channel 4 K」
と合わせて合計 3チャンネルの放送となった。

2．技術基準の改正

　総務省は 7月に超高精細度テレビジョン衛星放
送のうち，広帯域伝送に係わる技術基準について
関係省令・告示の一部を改正した。これは衛星基
幹放送に新たな伝送路符号化方式を採用するも
の。映像符号化方式をH.265（HEVC）とし，変
調方式に16APSKを採用して，伝送容量を約
100Mbpsにまで拡大した。これにより「衛星セー
フティネット」終了後のBS17のトランスポンダ
を使って 8 Kを1ch， 4 Kであれば3chを伝送する
ことが可能となる。また，多重化方式については
MMT・TLV方式を基本としつつ，現行の
MPEG-2 TS方式について必要な追加規程を行っ
た。MMT・TLV方式ではIPパケットに，映像信
号や音声信号，制御信号を格納し伝送する。これ
により，放送波と通信を同時に利用することが可
能となる。

3． 4 K・ 8 Kの新ロードマップ公表

　 9月「 4 K・ 8 Kロードマップに関するフォロ
ーアップ会合 中間報告（第一次）」が発表され
た。「世界最先端IT国家創造宣言」の改定を受け
た新しいロードマップでは， 4 Kの「試験放送」
を14年に，また16年から 8 Kの「試験放送」を行
うことになった。これは13年 6 月策定の「ロード
マップ」より， 4 Kについては 2年， 8 Kについ
ては 4年前倒しにしたものである。このロードマ
ップは電波法施行規則における「実用化試験局」
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を「実用放送」に区分し，「家庭で受信可能な環
境が整備されているか否か」を基準に「試験放
送」「実用放送」の用語を用いている。
　この「中間報告」では，「BS等において 4 K・
8 Kの実用放送を18年までに可能な限り早期に開
始」することを明記した。 4 K・ 8 K対応受信機
の開発・市場投入時期については，検討を急ぐ必
要があると記されるにとどまった。また，「実用
放送」の伝送路は「BS等」となっており結論に
は至っていない。この伝送路について，現在放送
中のBS右旋，110度CS左旋，および国際調整で利
用可能になった場合のBS左旋円偏波が検討され
ている。ただし実用化には，円偏波の識別，中間
周波数などにより，宅内設備などに解決しなけれ
ばならない課題があると考えられ，集合住宅など
について調査を行うことになった。
　15年 2 月総務省は「基幹放送普及計画」の一部
を改正した。これはBS17に関するもので，NHK
およびNHK以外の基幹放送事業者の 2者により，
BSのトランスポンダ1本分の帯域を使う4K・ 8K
の試験放送を実施できるようにしたもの。放送形
態は 1の周波数で，「周波数分割又は時分割方式」
とし放送時間上限をそれぞれ12時間とした。

4．衛星一般放送（124/128度CS）

　 5月NexTVフォーラムは「Channel 4 K」の
放送開始に先立って124/128度CSで使用する，「高
度狭帯域伝送方式における 4 K放送の運用に関す
る技術資料」および，「高度狭帯域伝送方式にお
ける 4 K放送のコンテンツ保護要件ならびに受信
機出力規定」を策定した。

5．ケーブルテレビ

　ケーブルテレビの高度化のために必要な技術的
条件に関して，総務省は，12月の情報通信審議会
「ケーブルテレビにおける超高精細度テレビジョ
ン放送の導入に関する技術的条件」の答申，15年
2 月の電波監理審議会「有線一般放送の品質に関
する技術基準を定める省令の一部改正案」の答申
を受け， 3月に省令，告示の改正を行った。これ
は高度広帯域伝送方式によるBSデジタル放送お
よびCSデジタル放送，ならびに高度狭帯域伝送
方式によるCSデジタル放送に追加規定された内
容を，現行の有線一般放送方式に追加するもので
ある。この高度化されたデジタル有線テレビジョ
ン放送方式により，既存のケーブル設備で伝送量
をチャンネルあたり約50Mbpsとすることに加
え，複数搬送波伝送方式を使用して 8 Kを伝送す

ることが可能となる。これにより衛星放送の信号
を加工することなくパススルーで伝送することが
できる。

6．IPTV

　IPTVフォーラムは，12月「ハイブリッドキャ
スト運用規定2.0版」を公開した。同規定付録Cに
おいて，MPEG-DASHによるアダプティブ配信
方式に関する詳細を策定した。HTML5ブラウザ
を使用してネット経由での動画再生が可能になる
ところから，PC，スマートフォン，タブレット
などでも共通のリソースからVODの利用が可能
となる。

アナログ放送終了後のVHF帯

1．V-High帯

　 4 月総務省電波監理審議会は，V-High
（207.5MHz～222MHz）帯を使用して行う移動受
信用地上基幹放送の業務認定を申請していた 5局
に対し審査を行い，いずれも認定適当と答申した。
総務省は業務認定を行い，12セグメントを使用し
て，フジテレビジョン（ 2番組）やスカパー・エ
ンターテイメントなど 5局が15年 4 月放送を開始
した。

2．V-Lowマルチメディア放送

　 7月総務省は電波監理審議会の答申を受けて，
V-Low（99MHz～108MHz）帯のマルチメディ
ア放送に係わる特定基地局開設計画を，条件付き
で認定した。認定されたのは（株）エフエム東京
が100％出資する㈱VIPの 1 社。また10月，電波
監理審議会の答申を受けて総務省は「標準テレビ
ジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の
標準方式」の一部を改正する省令を定めた。これ
は音声符号化にMPEG-4 ALSを追加し高音質化
を図るとともに，AC（付加情報）信号の用途に
都道府県や自治体などからの防災情報等を追加
し，自動起動を可能とするもの。自動起動のため
に端末にあらかじめ受信地域をプリセットするほ
か，車載端末等についてはGPSにより自動登録す
るなどの方法が考えられている。

3．FM補完中継局

　総務省は 5月，V-Low帯（90.1MHz～95MHz）
を使って行う都市型難聴・災害対策FM補完中継
局整備に関して，電波法施行規則の規定に基づき
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免許受け付けを開始。14年度内に北日本放送，南
海放送，南日本放送，秋田放送の 4社が本放送を
開始した。また首都圏のニッポン放送，TBSラジ
オ，文化放送は15年に本放送開始を予定している。

NHK

1．「NHKビジョン」と「経営計画」

　15年 1月，NHKは「“公共メディア”への進化」
を打ち出した「NHKビジョン2015→2020」と
「NHK経営計画2015-2017年度」および，それに
基づいて策定された「平成27年度収支予算・事業
計画及び資金計画」を発表した。籾井勝人会長は
次期経営計画について，NHKが進むべき「大き
な方向」を「信頼をより確かに，未来へつなぐ創
造の力」として「NHKビジョン」にまとめたも
のであり，「15年度から17年度までの経営計画」
は，ビジョン実現への「第 1ステップ」として
「挑戦と改革のプログラム」とするものと述べ
た。
　「NHKビジョン2015→2020」は，①激しく変
化する環境の中で「情報の社会的基盤」の役割を
果たすこと，②20年に向けて，世界最高水準の放
送・サービス実現を目指すこと，③国際発信とイ
ンターネットを活用した発信に積極的に取り組
む，④効率性を徹底する組織に改革していくこと
が不可欠，とし公共メディアへの進化を訴える内
容となっている。
　この「NHKビジョン」実現に向けて「挑戦と
改革のプログラム」と位置づけられているのが
「NHK経営計画2015-2017」であり，①判断のよ
りどころとなる正確な報道，豊かな多彩なコンテ
ンツを充実，②日本を世界に，積極的に発信，③
新たな可能性を開く放送・サービスを創造，④受
信料の公平負担の徹底に向け，最大限努力，⑤創
造と効率を追求する，最適な組織に改革，とした
5つの重点方針を掲げた。

2．NHKのインターネット業務

　10月総務省は，改正放送法の施行に伴いNHK
のインターネット業務について，「放送法施行規則
の一部を改正する省令案」および「放送法20条第
2項第 2号及び第 3号の業務の実施基準の認可に
係る審査ガイドライン案」を公表した。これによ
り，NHKは第20条第 2項第 2号および同第 3号
業務の 2業務について，受信料を財源とするもの
と有料で行うものという 4分野をカバーする実施

基準を定め同第 9号に基づき認可を受けることに
なった。
　11月NHKは「インターネット実施基準（案）」
を総務省に認可申請し， 2号受信料財源業務に関
して，放送中の同時配信は，ハイブリッドキャス
トサービスによる時差再生や，災害など緊急の情
報がある場合に限定，またスポーツの生中継等は
「試験的な提供」の一つとする，とした。試験的
な提供は「A」と「B」の 2種とし，①「A」の
スポーツイベント生放送番組のうち年間 5件程度
を対象とし 1日最大 4時間程度を越えない範囲と
する。②「B」での提供はNHKの受信契約者から
1万人以内の参加者を募り， 1日16時間以内の範
囲で， 1回当たり 1週間から 3か月以内に期間を
限って試験提供する。放送後の番組配信について
は，「特に受信料を財源として提供することが適
当と認めるものに限って実施する」。その実施費
用は，各年度の受信料収入の2.5%を上限とし，ま
た，第 3号受信料財源業務は年間 1億円程度を上
限とする。15年 2 月総務省は，この実施基準を認
可した。
　 3月，NHKは「平成27年度インターネットサ
ービス実施計画」を発表した。インターネット実
施計画では，①国内放送関係としてニュース・災
害発信の強化や，放送中番組について国内テレビ
の緊急ニュースの同時提供，教育分野の強化，ハ
イブリッドキャストのさらなる充実，②国際放送
関係としてNHKワールドTVの同時提供および既
放送番組のオンデマンドの強化，ラジオ日本のイ
ンターネット同時提供と，オンデマンドでの提供，
③また，上記の「インターネット実施基準」の 2
種の「試験的な提供」を行うとした。 2号受信料
財源業務にかかる費用は123億円で受信料収入の
1.9％となった。

3．受信契約

　受信契約数は3,973万件で支払率77％。衛星契
約は1,923万件で受信契約全体に占める衛星契約
割合は48%となった。
　受信契約に関する裁判所の判断，① 9月最高裁
は，受信料債権は民法169条の「定期給付債権」
であり，消滅時効の期間は 5年だとする最高裁と
して初めての判断を示した。これまでにも高裁ま
での判決は複数あったが，今回の最高裁判決で確
定したことになる。②10月東京地裁は，放送受信
契約の未契約者に対する契約締結を求める未契約
訴訟で，事業所に対して設置場所数に応じた契約
の成立を認める判断を下した。
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4．予算

　NHK15年度収支予算は以下の通りとなった。
受信料収入は6,608億円（2.8%，180億円の増加），
その他事業収入223億円（10.6%，21億円の増加）
となり，あわせて6,831億円（ 3 %，201億円の増
加）になった。一方，事業支出は6,769億円で229
億円の増加。
　事業費のうち伸び率が高いのは国際放送費で，
14年度の171億円から225億円（31.7%，54億円の
増加）になった。建設費ではスーパーハイビジョ
ン設備整備の費用が14年度の36億円から77億円
（112.1%，40億円の増加）。また，放送センター
の建て替え等に使われる建設積立資産は15年度末
で1,104億円。放送法施行規則一部改正に伴い，
番組アーカイブ業務勘定は放送番組等有料配信事
業勘定に改められた。その事業収入および事業支
出はともに21億円。

5．国際放送の発信力強化

　英語・外国人向け放送の充実として大型ニュー
ス番組『NEWSROOM TOKYO』，大型討論番組
『GLOBAL AGENDA』の新設，北米，アジア
などでの受信環境整備，さらにホームページの刷
新とVODの開始，スマートフォン，タブレット
での受信に適した機能の導入など。

6．経営委員人事

　15年 3 月NHK経営委員会委員が任命された。
再任は本田勝彦氏（日本たばこ産業㈱顧問），新
任は井伊雅子（一橋大学国際・公共政策大学院教
授），佐藤友美子（追手門学院大学学長直属特別
任用教授）， 森下俊三（阪神高速道路㈱取締役会
長）の 3氏。

7．要請放送

　NHKに対するテレビ国際放送の実施要請があ
った。15年 4 月総務省は，電波監理審議会答申を
受けて放送法65条第 1項に基づき，15年度のラジ
オ国際放送とテレビ国際放送の実施について要請
を行い，NHKは番組編集の自由を確保できると
判断し，応諾した。ラジオ国際放送への要請「放
送事項」は08年～14年と同様「北朝鮮による日本
人拉致問題に特に留意すること」。一方，テレビ
国際放送については，「その他必要な事項」の中
で「多言語化に向けた試行的な取組等を求める」
としたほか，「国内外において，『現地の視聴実態
を踏まえた』受信環境整備を求める」としてい

る。これは衛星に加えて，ケーブルテレビや
IPTVなどの方法を確保することを要請するもの
である。

8．番組

　14年度前期の『連続テレビ小説』「花子とアン」
の全期間平均視聴率は過去10年で最高の22.6％だ
った。後期の「マッサン」の全期間平均視聴率は
21.1%。また，『大河ドラマ』「軍師官兵衛」は全
期間平均視聴率が15.8％だった。特に視聴率が高
かった番組は『2014FIFAワールドカップ　 1次
リーグ・グループC「日本」対「コートジボワー
ル」』で46.6%であった。『第65回NHK紅白歌合
戦』の視聴率は前半（後7:15～8:55）の視聴率が
35.1%，後半（午後9:00～11:45）の視聴率は
42.2%だった。

9．オリンピック・パラリンピック大会

　 9月，東京オリンピック・パラリンピック大会
組織委員会は，専門委員会としてメディア委員会
を設置した。NHKをはじめ放送，新聞などメデ
ィア関係者で構成され，大会運営についてメディ
アの観点からアドバイスや検討を行う。

10．ハイブリッドキャストサービス

　NHKは 9 月から，地上波総合で行われている
「ハイブリッドキャスト」をEテレ，BS1，BSプ
レミアムでも実施した。

民間放送

1．決算

　在京民放キー局 5社の15年 3 月期決算による
と，業界全体の広告収入は堅調で，日本テレビ
HD，東京放送HD，フジ・メディアHD，テレビ
東京HDの 4社が増益となった。
　フジ・メディアHDは売上高6,433億円（フジテ
レビ3,100億円），日本テレビHDは3,624億円（日
本テレビ放送網2,904億円），東京放送HDは3,478
億円（TBSテレビ2,093億円），テレビ朝日HDは
2,764億円（テレビ朝日2,282億円・簡易連結業績），
テレビ東京HDは1,286億円（テレビ東京1,022億
円）となった（括弧内は単体）。
　経常利益はフジテレビが109億円で対前年比
31.8%減。日本テレビ放送網が396億円で24.6%増。
TBSテレビが82億円で 5 %減。テレビ朝日が122
億円で16.9%減。テレビ東京が34億円で 6 %増と
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なった。日本テレビの高業績は視聴率が好調だっ
たことに加えて番組制作費の効率化によるもの。
テレビ朝日はサッカーの「AFCアジアカップ」，
フジテレビもW杯サッカーなどの影響で番組制作
費が増加した。
　WOWOWは売上高726億円，経常利益103億円
で前年比37.4%増，累計正味加入件数275万件（10
万件増）。スカパーJSATHDは営業収益1,632億円，
経常利益195億円，累計加入件数346万件（25万件
減）。

2．視聴率

　14年度，日本テレビは全日（6:00～24:00）で
8.6%，ゴールデン（19:00～22:00）で12.8%，プ
ライム（19:00～23:00）で12.7%と 3 つの時間帯
の世帯視聴率でいずれも 1位を獲得した。ゴール
デンタイムの視聴率についてみると，日本テレビ
が12.8%（前年比+0.7%増）。他社はテレビ朝日が
10.9%（同0.9%減），フジテレビが9.8%（同0.7%
減），TBSテレビ，テレビ東京も微減となった。

3．民放連

　 9月の民放連会長記者会見で井上弘会長は，事
務局に「放送のメディア価値向上に関する幅広い
検討」を指示し，インターネットをはじめとする
新しいメディアについて課題と問題点をまとめ会
員各社で共有したいと述べた。11月の会見ではロ
ーカル局のインターネット活用などの検討につい
て触れた。また，15年 1 月の会見では，在京キー
局 5社による「CM付き無料見逃し配信サービス
の検討」について，① 5社でまとまって行えばイ
ンパクトが大きい，②著作権処理も効率的に行う
ことができる，の 2点をあげた。 3月の会見では
在京の民放キー局 5社が共同で「広告付き無料配
信のトライアル」を10月に実施することになった
と述べた。

4．「見逃し配信」サービスの開始

　ネットを使った広告付き無料見逃し配信につい
ては，14年 1 月から日本テレビが「日テレ無料
（TADA） by 日テレオンデマンド」を始めてい
たが，10月にはTBSが「TBSオンデマンド無料見
逃しキャンペーン」，15年 1 月からフジテレビが
「+ 7（プラスセブン）」を開始，15年 3 月にテ
レビ東京が「ネットもテレ東キャンペーン」を 4
月から開始すると発表し，テレビ朝日「テレ朝動
画 on GYAO！」も 4月にサービスを開始した。
　12年から民放各局のVODを一括提供してきた

「もっとTV」は15年 3月にサービスを終了した。

5．新しいサービス，技術開発

　10月TBSが民放で初めてハイブリッドキャス
トサービスの本格運用を開始した。また， 7月ビ
デオリサーチ社はタイムシフト視聴（録画番組の
再生視聴）について，調査データの一部を公開す
るとともに15年 1 月からデータ提供を開始するこ
とを発表した。これについて15年 1 月の会見で井
上民放連会長は，「いかに経済的なリターンに結
び付けていくかが課題」と述べた。
　定額動画配信サービスについてNTTドコモは
定額動画配信サービスdTVの契約数が，15年 3
月末で468万に達したと発表した。また 3月，日
本テレビ放送網株式会社の子会社であるHJホー
ルディングス合同会社は，同社が運営するオンラ
イン動画配信サービス「Hulu」のユーザー数が
100万人を突破したと発表した。

倫理・ジャーナリズム

1．特定秘密の保護に関する法律

　10月政府は特定秘密保護法の運用基準と，同法
の施行日を12月10日とする政令を閣議決定した。
特定秘密を指定するのは19の行政機関の長，特定
秘密の指定について55項目。これらについて非公
知性，特段の秘匿の必要性を「指定の要件該当性
の判断基準」とする。特定秘密指定管理簿を整備
し，また，範囲を明示するために特定秘密の表示
を行う。さらに指定をした行政機関等が講じる保
護措置を規定した。

2．放送倫理・番組向上機構

　14年度に放送倫理・番組向上機構（BPO）に
寄せられた一般からの意見総数は 1万6,311件で，
13年度より1,454件減少した。
　 6月，BPO「放送と人権等権利に関する委員
会」は，行き過ぎた「社会の匿名化」に注意を促
す観点から，モザイクやぼかしといった匿名処理
について「なぜ必要なのかの議論を日常的に行う
ことが大切ではないか。社内ルールが定められて
いない放送局においては早急にルールが策定され
るべきである」との委員長談話を出し，事業者に
よる自律的ルールの策定を促した。
　放送倫理検証委員会は 4月，フジテレビの『ほ
こ×たて』「ラジコンカー対決」に関して「番組
の制作過程が適正であったとは言い難く，重大な
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放送倫理違反があった」とした。また，15年 2 月
テレビ朝日『報道ステーション』の「川内原発報
道」に関して「事実誤認と不適切な編集のいずれ
も，客観性や正確性を欠き，放送倫理に違反する」
とした。なお，この件に関してはテレビ朝日が10
月に社内で処分を行っている。また，15年 3 月
TBSテレビ，テレビ新広島，テレビ朝日，NHK，
日本テレビの「“全聾の天才作曲家” 5 局 7 番組
に関する見解」として「各対象番組に放送倫理違
反があるとまでは言えない」と判断した。15年 5
月，ＮＨＫ『クローズアップ現代』「追跡“出家
詐欺”」（14年 5 月放送）に関して，「放送倫理に
違反する疑いが濃い」として，当番組とその基に
なった『かんさい熱視線』（14年 4 月放送）の 2
番組を審議の対象にすることを決め，審議入りし
た。この件に関してはNHKが15年 4 月，調査報
告書を公表し，陳謝するとともに，関係者の処分
を行った。
　放送人権委員会は，15年 1 月静岡放送株式会社
に対する，「散骨場計画報道への申立て」に関し
て「放送倫理上問題あり」との見解を下した。
　青少年委員会は 4月『絶対に笑ってはいけない
地球防衛軍24時！』について日本テレビとの意見
交換を行い，「委員会の考え」を公表した。

3．データジャーナリズム

　インターネットでは，膨大な情報から必要な情
報を効率的に抽出する技術が急速に発達してい
る。13年のG8サミットで「オープンデータ憲章」
に合意し，参加各国が「公開され，自由に使用で
きる」オープンデータを活用できる社会を目指し
ている。これは「世界最先端IT国家創造宣言」
でも「まったく新しい知の源泉」と強調している
ところである。ジャーナリズムでは，こうしたデ
ータを利用し，分析して，分かりやすい提示を行
う新しい技術開発が急がれている。
　 4月からNHKは新企画「データファイル・ジ
ャパン」をネット上で公開した。また， 5月には
新番組『国際報道2014』を中心に，テレビニュー
ス番組のアプリやウェブサービスの開発を目指し
た「ハッカソン」イベントを開催した。15年 1 月
に「ジャーナリズム・イノベーション・アワード　
みんなでつくる，次世代のジャーナリズム」が開
催され「NHKインタラクティブニュース」がフ
ァイナリストに選出された。参加作品である「御
嶽山『噴火の証言』」は，戦後最悪の火山災害と
なった御嶽山噴火について，NHKが伝えた動画
と写真を生還者の証言とともにウェブ上に描画し

た立体地図にプロットしてサイトに掲載したも
の。また，もう一つの参加作品「郊外住宅地の見
えない空き家」は，高度成長期に開発された郊外
住宅地の空き家問題，全国の空き家状況の最新デ
ータをインタラクティブに表現している。

安心・安全

1．特別警報

　 7月，台風 8号の接近に伴い，気象庁は沖縄県
の宮古島地方に暴風と波浪の特別警報，続いて沖
縄本島地方に波浪，暴風，高潮，大雨の特別警報
を発表した。台風による特別警報が出されたのは
これが初となった。NHKはL字放送で警戒を呼び
かけた。

2．火山災害

　 9月，長野県と岐阜県の県境に位置する御嶽山
で水蒸気爆発による噴火があり，死者58人，行方
不明 5人（15年８月６日現在）という戦後最大の
火山災害が発生した。NHKでは番組取材スタッ
フが噴火直後から取材を行うなど詳細な災害状況
を伝えた。

3．局地的な集中豪雨

　 8月，局地的な集中豪雨により広島市で，多数
の土石流災害と崖崩れ災害が発生。死者74人とい
う大災害となった。これをきっかけに土砂災害警
戒区域の指定が全国的に広がり，15年 3 月末には
39万6,000か所と14年 8 月末から 4万か所余り増
加した。総務省消防庁は10月から15年 3 月まで
「突発的局地的豪雨による土砂災害時における防
災情報の伝達のあり方に関する検討会」を開催し
た。「報告書」では，市町村長が必要と認める地
域を対象として，防災行政無線の戸別受信機と緊
急メールや自動起動防災ラジオを組み合わせた
「エリアを限定したPUSH型情報伝達」を検討す
る必要があると提言した。

4．Lアラート

　11年から運用している「公共情報コモンズ」に
ついて， 8月総務省は「災害時等の情報伝達の共
通基盤の在り方に関する研究会」の報告書を受
け，新たな名称として新名称「Lアラート」を発
表した。総務省は新名称のコンセプトについて，
①市区町村など地域の災害情報等を共有する共通
基盤として，発信された情報をテレビやラジオ等
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の多様なメディアで一括配信するシステム，② 
災害時の地域のお知らせを地域の住民に迅速かつ
確実に届けていくローカルな緊急警報の意味，③
災害の多いアジア諸国等に対する海外展開を念頭
に置いたグローバルな呼称。また，これは国民保
護情報や緊急地震速報等を伝達する「Jアラー
ト」と一対の仕組みとして展開するものものであ
る，としている。
　新名称「Lアラート」の発表にあわせて総務省
は「普及加速化パッケージ」を決定し，空白地域
の解消を進めている。15年 3 月末の状況は都道府
県において運用中が31，準備中が16。また，情報
を伝達するメディアは400社超となった。このほ
か「普及加速化パッケージ」では災害対応業務と
Lアラートへの情報発信をシームレスにつなげる
ための取り組みを推進すること，また，地域防災
計画への記載など災害対策におけるLアラートの
位置づけの明確化を図っていくこととしている。
NHKでは，Lアラートを活用しL字放送やデータ
放送，ホームページを通じて情報提供を行ってい
る。また全国の放送局にL字放送専用端末を設置
し，情報発信を迅速化した。

新しい放送サービス（4K・8K，ハイブリッドキャスト）の動き

1． 4 K・ 8 Kスーパーハイビジョン

（1） 8 Kスーパーハイビジョンと4 Kの動向
　 8 Kスーパーハイビジョンは，1995年からNHK
放送技術研究所が研究を始めたもので，現在放送
しているハイビジョンの16倍にあたる3,300万画
素（画素数：横7,680ドット×縦4,320ドット）の
超高精細映像と22.2マルチチャンネルの立体音響
によって，あたかもその場にいるような「臨場
感」を実現する次世代の放送サービスで「究極の
テレビ」と言われている。NHKは，総務省が示
したロードマップを踏まえて，2016年の衛星によ
る試験放送開始，東京オリンピックが開催される
20年の本格普及を目材して準備を進めている。
　一方， 4 Kは映画業界のフォーマットをベース
に規格化が進んだもので，現在放送しているハイ
ビジョンの 4倍にあたる800万画素（画素数：横
3,840ドット×縦2,160ドット）を有している。テ
レビの国内市場は，地上放送のデジタル化による
需要急増の反動のため，依然として需要が回復し
ていないが，テレビの大型化とともに 4 K対応テ
レビの出荷台数は増加している。テレビ以外につ
いても， 4 K対応機器（カメラ，業務用プロジェ

クターなど）の市場投入が活性化しており，映画
やゲームの分野でも，一部のコンテンツで既に
4 K化が進んでいる。また， 4 K動画撮影に対応
したスマートフォンや家庭用ビデオカメラが発売
されるなど，業務用のみならず民生用の 4 K対応
製品も市場投入され始めた。
　一般社団法人「次世代放送推進フォーラム
（NexTV-F）」は，14年 6 月 2 日午後 1時から，
124/128度CSで 4 K試験放送「Channel 4 K」を開
始した。10月からはNTTぷららの「ひかりTV」
で，国内初の商用 4 KVODサービスを開始し，15
年 3 月からは，スカパーJSATが「スカパー！プ
レミアムサービス」（124/128度CS）において世
界初の 4 K実用放送（ 2チャンネル）を開始した。
　海外では，韓国が14年 3 月からKBSと民放 3社
が地上波における 4 Kの実験放送を開始し，15年
12月から本放送を開始すると発表している。また，
14年 6 月 2 日（「Channel 4 K」が始まる直前の午
前10時15分）に，衛星放送で 4 K試験放送を開始
した。米国では，ネット系事業者が 4 Kによる
VODサービスを開始し，衛星放送のディレクTV
が，15年中には放送開始を予定しているほか，欧
州でも 4 Kの放送開始に向けた動きが進んでい
る。
（2）総務省の対応
　総務省は12年11月，超高精細な映像技術（ 4 K・
8 K）を活用した放送を早期に実現し，新たなコ
ンテンツとサービスの創出や関連産業の国際競争
力の強化を図るため，「放送サービスの高度化に
関する検討会」を設置し，13年 6 月，この検討会
が公表した最終報告の中で 4 K・ 8 Kの推進に関
するロードマップが示された。
　また，総務省はこのロードマップのさらなる具
体化，および課題解決のための具体的方策を検討
し， 4 K・ 8 Kのサービスの早期普及を図るため，
14年 2 月から「 4 K・ 8 Kロードマップに関する
フォローアップ会合」を開催し，14年 9 月に「中
間報告」を取りまとめ公表した。
　この中間報告で示された新たなロードマップで
は，▼リオデジャネイロ・オリンピックが開催さ
れる16年に，衛星セーフティネット終了後の空き
周波数帯域（BS17ch）において， 4 K試験放送
（最大 3チャンネル）および 8 K試験放送（ 1チ
ャンネル）を開始（ 4 Kと 8 Kを時分割で放送），
▼18年までの可能な限り早期にBS等において 4 K
および 8 Kの実用放送を開始，▼東京オリンピッ
クが開催される20年の目指すべき姿として，「東
京オリンピック・パラリンピックの数多くの中継
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が 4 K・ 8 Kで放送されている。また，全国各地
におけるパブリックビューイングにより，東京オ
リンピック・パラリンピックの感動が会場のみで
なく全国で共有されている。 4 K・ 8 K放送が普
及し，多くの視聴者が市販のテレビで 4 K・ 8 K
番組を楽しんでいる」とした。
　総務省が今回のロードマップで新たに定義した
「実用放送」とは， 4 K・ 8 Kロードマップにお
いて，一般の方にも分かりやすい表現とする観点
から，法令上の取り扱いとは別に，家庭での受信
可能な環境が整備されているか否かを基準の一つ
として，「試験放送」および「実用放送」の用語
を用いることとしたもので，実用放送は，衛星基
幹放送局または実用化試験局において放送され，
4 K・ 8 K受信機が市販され，家庭での受信可能
な環境が整備されている状況を想定している。
　さらに，総務省は15年 2 月，この中間報告でロ
ードマップを踏まえ，16年にBSで開始される
4 K・ 8 K試験放送に関する制度整備のうち，衛
星基幹放送試験局の免許手続に必要となる制度整
備を行うための関係省令等の一部改正案を公表し
た。BSによる 4 K・ 8 K試験放送の基本的な指針
を新たに規定するもので，NHKとNHK以外の衛
星基幹放送事業者の 2者が実施主体になること
や， 2者が時分割で放送することなどが盛り込ま
れた。今後，認定基準などの制度整備を進め，15
年秋には衛星基幹放送事業者（ソフト）の公募を
行い，16年春までに 4 K・ 8 K試験放送の実施す
る衛星基幹放送事業者の認定が行われる予定とな
っている。
　また，「 4 K・ 8 Kフォローアップ会合」の中間
報告で整理した今後の課題について引き続き検討
するため，15年 3 月17日からフォローアップ会合
を再開し，15年夏までに第二次中間報告を取りま
とめることした。特に，18年の実用放送の対象伝
送路（BS左旋，110度CS左旋の利用，帯域再編
等）の具体化と想定されるチャンネル数，受信機
の開発見通しなどの課題について検討することと
している。
（3）次世代放送推進フォーラム（NexTV-F）

における取り組み
　13年 5 月，総務省の「放送サービスの高度化に
関する検討会」が，12年 9 月に公表したロードマ
ップを実現するため，NHK，スカパーJSAT，
NTT，ソニーの 4社が発起人となり，放送事業
者や通信事業者，メーカーなど“オールジャパン”
の体制からなる一般社団法人「次世代放送推進フ
ォーラム（NexTV-F）」が設立された。

　NexTV-Fは， 4 K・ 8 Kやスマートテレビな
どの次世代放送サービスを早期に実現するため
に，次世代放送サービスに関する技術仕様の検討，
実用化に向けた実証・試行的な放送，サービスの
開発，普及，利用促進，周知広報などの事業を行
っていくもので，構成員としては当初の21社から，
15年 3 月末現在，社員は74社，賛助会員が33社で
構成されるまでになった。
　① 4 K試験放送「Channel 4 K」の開始
　14年 6 月 2 日，開局セレモニーが帝国ホテルに
て開催され，124/128度CSを使った日本初の 4 K
試験放送「Channel 4 K」が午後 1時より開始し
た。開局セレモニーでは，NexTV-Fの渡辺捷昭
名誉会長と須藤修理事長，総務省の上川陽子副大
臣からの来賓挨拶があったあと， 4 Kでライブコ
ンサートを収録したアリスの谷村新司氏が会場に
駆けつけ，放送開始午後 1時のカウントダウンが
行われた。
　開始当初は，毎日午後 1時から 7時までの 6時
間，NHKや民放各社が制作した15本の 4 Kコンテ
ンツを放送していたが，10月からは，平日は昼12
時から夜の 7時，土曜・日曜は，朝10時から夜の
10時まで放送時間を拡大し，NHKとFIFAが 8 K
で制作したワールドカップサッカー・ブラジル大
会の 4 Kダウンコンも含め，NexTV-Fの会員社，
非会員社からコンテンツの提供を受け，編成の充
実を進めた。
　受信機は， 6月末にシャープから録画機能付き
のセットトップボックス（STB）が市販され，10
月末にはソニーなど複数社から発売されたが，
「Channel 4 K」視聴のための登録は，15年 3 月
末現在5,367件になっている。
　② 4 Kコンテンツの制作
　NexTV-Fは10月，会員以外にも広く呼びかけ
「Channel 4 K」で放送する 4 K検証番組の企画
募集を行った。地方放送局，制作会社，ケーブル
テレビ局など全国からおよそ250件の企画が寄せ
られた。その中からドキュメンタリー，自然，音
楽，スポーツ，ドラマなど多彩なジャンルの26件
の企画が採択された。NHKからは，「京都・南禅
寺界隈別荘群　春」が採択された。
　③ 8 Kコンテンツの制作
　総務省の12年度補正予算（13年度施行）「次世
代衛星放送テストベッド事業」でNexTV-Fに整
備した「 8 Kコンテンツ制作環境」を活用し，
NexTV-Fにおいても 8 Kコンテンツの制作に取
り組んだ。NHK以外には，ジュピターテレコム，
東北新社，WOWOW，スカパーJSATの 4 社が
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それぞれコンテンツ制作を行った。NHKは『ヒ
ロシマ　被爆遺品が語る』を制作した。

8 K編集室（NexTV-F）

　④運用規定の策定
　NexTV-Fでは，4 K・8 K放送の開始に向けて，
放送局が設備，メーカーが受信機を製作できるよ
うにするための技術仕様の検討を進めており，15
年春に0.9版を策定した。その後，フォローアッ
プ会合の検討結果や，新たなCASの検討状況な
どを踏まえ，15年12月に1.0版として公表する予
定としている。
（4）NHKでの検討状況
　NHKとしては，総務省が14年 9 月に公表した
「 4 K・ 8 Kロードマップに関するフォローアッ
プ会合」の中間報告で示された「 4 K・ 8 Kロー
ドマップ」を踏まえ，16年に 8 Kスーパーハイビ
ジョンの試験放送を開始し，18年までの実用放送，
東京オリンピック・パラリンピックが開催される
20年の本格普及を目指し，東京オリンピック・パ
ラリンピックでは，できるだけ多くの人々に 8 K
スーパーハイビジョンで視聴していただけるよ
う，民放や受信機メーカー，NexTV-Fなどの関
係する団体等と連携して進めている。
　①パブリックビューイングの取り組み
　 8 Kのパブリックビューイングについては，ス
ポーツを中心に国内外の各地でライブビューイン
グを行った。14年 6 月にブラジルで開催されたワ
ールドカップサッカーでは，日本戦を含む計 9試
合を 8 KでFIFAと共同制作。生で伝送して，ブ
ラジルの 3会場と日本の 4会場でライブビューイ
ングを行った。このほか，「大相撲秋場所（ 9月）
と九州場所（11月）」， 9月の「NHK交響楽団定
期公演」，大みそかの「NHK紅白歌合戦」でも，
各地で 8 Kライブビューイングを実施。圧倒的な
臨場感を体感できたとして，参加者からの好評を
得た。

　また，14年 4 月のNAB， 9月のIBCといった世
界規模の放送機器展で 8 K技術とコンテンツのデ
モンストレーションを行ったほか，15年 1 月には
アラブ首長国連邦のドバイで，中東では初となる
8 Kパブリックビューイングを実施。2020年の万
博を控え経済成長著しい現地の政財界要人に，
8 Kスーパーハイビジョンの存在を印象付けた。
　この他，映画や美術，医学，広告宣伝など幅広
い分野の関係者に対しても，パブリックビューイ
ングなどを通じて 8 Kの可能性をアピール。放送
外のビジネス展開につなげていく道筋を広げた。
　② 4 K・ 8 Kコンテンツ制作
　試験放送開始に向け，14年 6 月，NHKメディ
ア企画室内に「 8 Kスーパーハイビジョン制作プ
ロジェクト」を立ち上げたが，さらに15年 1 月，
NHK編成局内の 4 Kチームと合体させて「編成
局　SHV制作プロジェクト」に組織変更を行い，
協力して試験放送の準備を行う体制を構築すると
ともに， 4 K・ 8 Kコンテンツの制作力強化を図
った。
　主な 4 Kコンテンツとして，『土曜ドラマ　55
歳からのハローライフ』『放送90年ドラマ「紅白
が生まれた日」』などのドラマ番組や，『ワイルド
ライフ』『ザ・プレミアム「深海のロストワール
ド　追跡！謎の古代魚」』などの自然番組，『日本
刀に恋して　知られざる研ぎ師の世界』『三宅一
生　デザインのココチ』『闘う建築家　安藤忠雄』
などの人間ドキュメンタリー，『京都・南禅寺界
隈別荘群　春』などの日本の美を描く文化番組を
制作。さらに，『コズミックフロント～発見！驚
異の大宇宙～「若田飛行士が見た“宇宙絶景”」』
では，世界で初めて宇宙空間に 4 Kカメラを持ち
込み，若田さん自身が撮影した地球の姿を 4 K番
組にまとめた。
　 8 Kでは，『FIFA 2014 W杯ハイライト』など
のスポーツのほか，芸能コンテンツに力を入れ，
『杉本文楽　曾根崎心中付り観音廻り』『人間国宝　
坂田藤十郎至高の芸（歌舞伎）』などの古典芸能
や，『椎名林檎　NIPPON　MV』『DRUM TAO in　
九州久住高原』『宝塚歌劇　華麗なるステージ　
魅惑の夢』などの音楽番組を制作。さらに，『故
宮の美』『玉虫厨子』『 8 K meets ART』などの
美術番組，『牧野植物ふしぎ図鑑』『富士山　森羅
万象』などの自然番組， 8 K初オールCGの『絶
景体感　宇宙』，福島の被災地に咲く桜に思いを
寄せる人々を描いた『桜咲くふるさと』などのド
キュメント，『霊峰　立山（富山局）』といった地
方局制作番組など，多彩なコンテンツを制作した。
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8 Kコンテンツ『富士山　森羅万象』

2．ハイブリッドキャスト

（1）ハイブリッドキャストの概要
　ハイブリッドキャストは，放送にインターネッ
トを組み合わせ，放送をより豊かに，より楽しく
する放送通信連携サービスである。放送が持つ高
品質なコンテンツを確実に一斉同報する機能と，
個々の視聴者のニーズに応えるインターネットの
機能を組み合わせ，放送番組に関連するコンテン
ツやメタデータを放送と同時にネットから提供す
ることにより，放送サービスの高度化を可能とす
る。
　ハイブリッドキャストは，スマートフォンやタ
ブレットなどの携帯端末をデジタルテレビと連携
させることで，携帯端末に関連情報を表示するセ
カンドスクリーンや使いやすい入力端末として利
用でき，新しい視聴形態に応えることもできる。
　また，インターネットからの情報がテレビ画面
上に重なって表示されていても，緊急警報放送な
どの緊急情報が放送された場合には，放送を優先
して確実に提示するなどの機能を備え，放送本来
の安心安全環境を確保する。これにより，放送本
来の機能を維持しつつ，放送事業者が持つ情報や
コンテンツを効率的に提供する基盤が構築され
る。
　将来は，放送以外の事業者でも，放送事業者と
の契約に基づきネットからの放送に関連したサー
ビス提供が可能となるため，新たなビジネス機会
構築への期待も高い。
（2）技術仕様
　ハイブリッドキャストを実現するための標準技
術仕様は，一般社団法人IPTVフォーラムによっ
て策定され，2013年 3 月に公開された。この仕様
は，最新のウェブ技術であり国際規格でもある
HTML5を基本として，地上デジタル放送／BSデ

ジタル放送から提供される映像やEPG情報などを
ブラウザ上で利用するための機能を拡張したもの
である。
　実際のサービスは，放送波に含まれている信号
の指示に従って，インターネット経由で必要なア
プリケーションや関連情報を取得し，そのアプリ
ケーションをテレビや携帯端末のHTML5ブラウ
ザ上で動作させることで実現する。これまでの
BMLによるデータ放送よりも表現力が向上し，
さまざまな情報や機能を提供できる。また，
HTML5が広くインターネット上で利用される技
術であることから，さまざまなクリエーターによ
る新しいアイデアを盛り込んだアプリケーション
の開発も可能となる。

ハイブリッドキャストの基本構造

（3）サービス展開
　NHKは技術仕様に沿ったアプリケーション開
発を進め，対応受信機も市場に登場したことから，
13年 9 月 2 日に総合テレビでハイブリッドキャス
トのサービスを開始した。ここでは，データ放送
やNHKオンライン（NHKのホームページ）で提
供しているコンテンツを利用し，HTML5の表現
力を活用してニュースやさまざまな生活情報を提
供した。
　対応テレビがネットに接続されていれば，リモ
コンのdボタンを押すことで，ホーム画面が起動
する。ここから，番組情報，気象情報，ニュース，
スポーツ，為替市場などの情報を利用できる。デ
ータ放送よりも高品質な特徴を生かし，色使いな
ども工夫し，アニメーションの機能を加え，さら
にホーム画面を放送画面に重畳させるなどによ
り，新規性を打ち出した。スクロールニュースは，
データ放送やウェブニュースで提供している素材
を活用し，画面下部に常時ヘッドラインをスクロ
ール表示して，必要な時にリモコン操作で詳細情
報を見られるアプリケーションである。表示形式
やジャンル，地域設定など視聴者が自由にカスタ
マイズできることが特徴である。番組表も，将来



第
1
部

２
０
１
４
年
度
の
動
き

第１部　2014年度の動き｜第１章　放送界の動き  

19 NHK年鑑’15

のオンデマンドサービスとの連携を見据えて30日
前から 8日先までの詳細情報を提供している。ま
た，「旬美暦」というタイトルで，季節のメッセ
ージとともに，美しい写真や音楽を提供する新た
なサービスも実施した。
　14年 9 月29日からは，Eテレ・BS1・BSプレミ
アムでもハイブリッドキャストのサービスを開
始，総合テレビと同じコンテンツを利用できるよ
うにした。
　13年 9 月のサービス開始時には，データ放送や
NHKオンラインと同等のコンテンツを提供した。
しかしながらハイブリッドキャストの場合，放送
と同時にネットからの情報提供がなければ，放送
通信連携の本来の特徴を生かすことができない。
そこで総務大臣への認可申請を行い，さまざまな
機能のアプリケーションの検証ができる環境を目
指した。この認可は13年11月20日に得られ，ハイ
ブリッドキャストのサービスを 6つの類型に分類
し，14年度末までに，それぞれのサービスの有効
性の検証を行うことになった。認可された業務類
型とそのサービス例は下表のとおり。

表　認可された業務類型とサービス事例
業務の類型 サービス例

時差再生 番組早戻し
マルチビュー スポーツ番組等で特定の選手や

出演者に固定した映像の提供
ハイライト動画 スポーツ中継のハイライトシー

ン提供
番組参加 クイズやアンケートへの回答
番組関連情報 キーワード，地図，棋譜データ

などの提供
アーカイブ情報クリップ 動画クリップの提供

　この認可の下，13年12月16日からは第 2段階の
サービスとしてセカンドスクリーン向けサービ
ス，無料動画サービスを開始した。
　セカンドスクリーンサービスでは，対応テレビ
とホームネットワークでつながったスマートフォ
ン・タブレットが，テレビと連動してさまざまな
機能を提供する。基本サービスとして，放送中の
番組に関連するキーワードを提供し，ネットでの
検索を簡単に実現するキーワードコネクトや，放
送中の番組のホームページを自動的に表示する機
能などを提供した。
　また，セカンドスクリーンを使って『双方向ク
イズ　天下統一』（G）の番組連動サービスも実
施した。ハイブリッドキャスト対応テレビでこの
番組のクイズに参加すると，連携するスマートフ

ォン・タブレットで回答を入力したり，結果を表
示したりするとともに，番組に連動してタブレッ
ト上でアニメーションがさまざまに変化し，応援
などの音声も発する。また，対応テレビ画面上だ
けに関連するアニメーションが重畳される。これ
までもテレビのリモコンでデータ放送の機能によ
り参加することができたが，ハイブリッドキャス
トの機能によって，番組により豊かな表現が可能
となった。
　14年 3 月には『国民総参加クイズSHOW！　
QB47（クイズバトル47）』（G），『かおテレビ』（E）
の 2番組でセカンドスクリーンを使った番組連動
サービスを行った。『QB47』では， 1台のテレビ
に対し，最大 3台のスマートフォンやタブレット
が連携するサービスを実施，家族でクイズの成績
を競えるようにした。また，『かおテレビ』はセ
カンドスクリーンに次々表示される目や鼻などの
顔パーツのイラストを選んで，自分だけの顔を作
ることができるコンテンツ。作った顔はテレビ画
面に送られ，さまざまなモノの顔となって，モノ
の秘密を楽しく歌い出す。映像を自分専用にカス
タマイズできるユニークな子ども番組となった。

『かおテレビ』

　ハイブリッドキャストからの無料動画の提供
は，「みのがしなつかし」というコンテンツで開
始した。このコンテンツはテレビ放送開始60年を
記念して作成したコンテンツを活用したもので，
過去の番組や数分間のニュースのビデオクリップ
約800本を提供している。また，検索やおすすめ
など，さまざまなきっかけでコンテンツに触れる
機会を増やしている。ネット動画は，将来，ハイ
ブリッドキャストの有力なコンテンツとして期待
されることから，それに向けた第一歩となった。
　14年 4 月からは料理のポイントを動画クリップ
で再生できる『きょうの料理』，15年 2 月からは
番組スキットとキーワードの発音を動画で復習で
きる『しごとの基礎英語』を新たな動画サービス
としてスタートした。
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『しごとの基礎英語』のハイブリッドキャスト画面

　14年 2 月のソチ冬季オリンピック期間には，こ
のネット動画機能を応用した「番組早戻しサービ
ス」を実施した。このサービスは，放送番組を放
送と同時に収録してサーバーから提供すること
で，放送の冒頭や注目のシーンを見逃しても，ネ
ットからの動画で最初からもしくは見逃したシー
ンを探して視聴できるものである。
　この早戻し機能を使ったコンテンツとして，14
年10月からBS1の定時番組『Biz+　サンデー』で
番組内の経済リポートを冒頭から再生できるサー
ビスを実施，15年 3 月にはスポーツ中継における
早戻しの実証実験として，大相撲中継で幕内以降
の取り組みを番組放送中にいつでも視聴できる早
戻しサービスを行った。
　このほか，HTML5の機能を活用して絵本の読
み聞かせができる「おはなしのくに」，防災情報
をわかりやすく紹介する「そなえる防災」等も提
供した。
（4）各界の動き
　総務省は「放送サービス高度化に関する検討
会」を開催し，13年 6 月に報告書を発表した。そ
の報告の柱の 1つはハイブリッドキャストを念頭
に置いた「次世代スマートテレビ」である。報告
では次世代スマートテレビの基本理念を，安心安
全の実現とオープン性とした。この理念に沿った
サービス実現のために，一般社団法人IPTVフォ
ーラムでは「次世代スマートテレビ推進センタ
ー」を設置して，ハイブリッドキャストサービス
を行う放送事業者へのID付与を開始した。
　13年 9 月以降，NHKのサービス開始に合わせ
て，国内のいくつかの家電メーカーがハイブリッ
ドキャスト対応テレビを発売した。14年度には，
国内でテレビを製造販売している主要メーカーす
べてがハイブリッドキャスト対応を終えている。
JEITA（一般社団法人電子情報技術産業協会）
の調べによると，ハイブリッドキャスト対応テレ
ビの出荷台数は，14年度末の段階で220万台を超

えた。
　民間放送事業者は，13年度の総務省予算による
支援を受け，「Hybridcast2014」という共通タイ
トルのもと，14年 1 月から 3月にかけて，ハイブ
リッドキャスト技術仕様に基づく次世代スマート
テレビ実証実験を行った。この取り組みに参加し
た放送局は次のとおり（放送実施順）。
　テレビ東京，TBSテレビ，日本テレビ，北海道
テレビ，TOKYO MX，毎日放送，テレビ大阪，
中国放送，北海道放送，RKB毎日放送，関西テ
レビ放送，テレビ西日本，テレビ朝日，中部日本
放送，静岡放送，フジテレビ。
　NHKは，この取り組みに対して，ロゴタイプ
の提供を行い，ハイブリッドキャストの共通イメ
ージの醸成に寄与した。このような実験を通して，
ハイブリッドキャストの有効性が確認され，14年
10月からTBSテレビ，12月から日本テレビ，15年
1 月からはフジテレビでハイブリッドキャストの
常時提供が始まった。
（5）将来展望
　ハイブリッドキャストはHTML5とインターネ
ット技術を用いていることから，拡張性に富み，
日々進化しているインターネットでの技術を比較
的容易に取り入れることができる。サービスを少
しずつ成長させていくことで，多彩なサービスの
提供が可能となる。このような状況を見据えて技
術仕様も，より高度な機能の導入に向けた検討が
進められている。
　14年 3 月には，「放送法及び電波法の一部を改
正する法律案」が閣議決定され，15年度には，既
放送番組という制約なく，放送に関連するさまざ
まな情報をネットから提供できるようになる。こ
れによって，NHKハイブリッドキャストの本格
的な実施と発展が期待できる。
　さらに，次世代放送システムにおける超高精細
映像技術 4 K・ 8 K放送の検討においても，それ
が実現する時代のデータサービスや放送と連携し
たネット活用のために，ハイブリッドキャスト技
術の活用が検討されている。今後は，より高機能
な技術環境の整備とともに，超高精細での活用も
視野に入れて，発展を目指していく。


